
開発基本計画届 記入要領

開発事業者欄は、建築主の住所・氏名を記入し
てください。

（連絡先）欄は、申請代理者の郵便番号、住所、氏名、電話・
FAX番号等を記入してください。
処理後の通知は、連絡先に差し上げます。

開発事業区域の地番をすべて記入し
てください。

・建築基準法第２２条の指定区域
・地区計画区域
・準防火地域
域等開発事業区域が指定されてい
る地域地区をすべて記入してくださ
い。

共同住宅建設の場合は、建物の名
称（例：（仮称）○○分譲マンション
新築工事）、分譲住宅の場合は、○
○分譲住宅地造成工事等の名称を
記入してください。

共同住宅の建設のため、本社ビル
の建設のため等の開発基本計画の
目的を記入してください。

宅地造成等規制法に基づく許可の
要否に関わらず、造成工事の有無
について、記入してください。

民間（指定確認検査機関）で建築確
認を受ける場合は、指定確認検査
機関の名称を記入してください。未
定の場合は、未定にチェックしてくだ
さい。



開発事業区域の設置を、殊更に
（故意に）小規模に分割されていな
いことが解る内容を記入してくださ
い。
【記入例】
・従前敷地での開発事業
・○○跡地での開発事業
・所有地すべてでの開発事業
・将来計画も含めて開発事業区域
を設定した。

開発事業区域が、地区まちづくり計
画・テーマ方まちづくり計画の認定さ
れている地区内では、その地区まち
づくり計画・テーマ型まちづくり計画
の名称とその計画に配慮した事項を
記入してください。
地区まちづくり計画・テーマ型まちづ
くり経計画の認定されていない区域
では「地区まちづくり計画無し」等と
記入してください。

開発事業者として、地域に配慮した
事項を記入してください。


